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第 ５版はしがき

2016年 ３ 月に本書第 ４版が刊行されて ７年となる。この間会社法では令和
元年改正が行われ、株主提案権の適正化や株主総会資料の電子提供制度が導
入された。またコロナ禍を機に、産業競争力強化法の改正が行われ、バー
チャルオンリー総会への道も開かれた。バーチャル総会は、質問のチェリー
ピッキングなどを避け、株主に満足感を持ってもらうためにどのような運営
方法が適切であるか、今なお実務のスタンダードが模索されている。
ガバナンスを巡っては、2021年にコーポレートガバナンス・コードの改訂
が行われ、2022年には伊藤レポート３.0や人権 DD ガイドラインの公表、サ
ステナビリティ開示制度の創設、CGS ガイドラインの改訂などが相次いだ。
時代は ESG の方向へ流れているとともに、あくまでも企業価値増大に向け
た活動であるという認識とマルチステークホルダー論が交錯している。
さらにウクライナ戦争の勃発や米中経済対立で、世界経済はボーダーレス
化からブロック経済化に向かう可能性が高まってきた。ボーダーレス化時代
の株主主権主義、規制緩和・任意法規化の流れから、今後は政府の関与が重
要になる時代になるかも知れない。重要産業では、半導体新会社の設立やエ
ネルギー政策など、今や政府主導である。経済社会における株主の位置づけ
が、株主総会の位置づけにも大きく影響する。ガバナンスという言葉も、こ
れまでの監督（モニタリング）よりも、経営方針策定自体の適正化の方が重
要になるかも知れない。
このような中で、株主総会に関わる法律解釈論も大きく変化し始めてい
る。代理人による議決権行使に民法の意思表示理論を導入する判例学説は、
総会関係は画一的大量処理の組織法であるとの従来の理解を根底から修正す
るものである。また議決権行使書と「出席」による無効化の時点の解釈変更
や、個別議題ごとの委任状の許容など、従来の通説的な理解が次々と変更を
迫られている。これらは大きく分けて二つ、任意法規化の流れと「会議」で
あることの必要性の否定から来ている。いくつもの大きな流れに株主総会実
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務も対応していかなければならない時代に突入している。
本書第 ５ 版では、株主総会資料の電子提供制度とバーチャル総会につき、
それぞれ新しい章を設けて解説をした。また、その他の部分でも、判例や法
律、ソフトローの改正等にあわせてアップデートした。この激変の時代に本
書が実務の幾ばくかの参考になれば、幸甚である。

令和 ５年 2月

執筆者を代表して
弁護士　中 村 直 人
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新しい会社法が施行されて、すでに 2年を経過した。本書は、従前、社団
法人商事法務研究会から刊行されていた『株主総会ハンドブック』を会社法
施行に伴い、全面的に書き改めたものである。
規制緩和をテーマとした会社法のもとでは、株主総会の決議事項にも大き
な変動があった。「法と経済学」の考え方が取り入れられ、定款自治の大幅
な拡大、会社の計算や資本制度、剰余金分配制度の考え方の変更、強行法規
と任意法規の明確化などがなされている。また有限会社法を取り込んだた
め、商法と比較するとその構造はまったく異なるものになっているように見
える。
また、規制緩和は、当事者の自治を意味するものであり、その前提として
十分な情報開示による情報の非対称性の解消が必要になる。そのため会社法
でも、株主総会参考書類や事業報告などの報告事項の記載事項が大幅に充実
されている。
実務においては、株主総会の出席者や発言者はいぜんとして増加傾向にあ
り、総会の活発化が進んでいる。安定株主の減少や機関投資家の議決権行使
活動の拡大、アクティビストの活動なども加わり、取締役会提案の否決・撤
回事例も急増し、株主総会は重要な意思決定機能を果たすようになってき
た。
本書は、このような状況のもと、実務の参考とならんことを目指したもの
である。
本書の第Ⅰ編は株主総会の法律に関わる部分を弁護士が執筆した。第Ⅱ編
は株主総会の準備から始まり、その開催後までの実務について、経験豊富な
実務家が執筆している。第Ⅲ編は株主総会をめぐる法的紛争について弁護士
が執筆した。法律に関わる部分については、なるべく多くの学説・判例を引
用し、客観的に記述することを心がけた。実務に関する部分においては、実
務の実例やその考え方を中心として、実務に携わる者が解決の糸口を見つけ
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られるように配慮した。平成21年 1 月には株券電子化の実務が動き出すとこ
ろ、これが株主総会に与える影響についても触れられており、あわせて平成
20年11月に公表された最新の株主総会白書の内容をふまえているなど、最新
の内容を盛り込むこともできた。
本書が何らかのお役に立つことができれば、幸甚である。

平成20年12月

執筆者を代表して
中 村 直 人
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